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別記第12号様式（第12条、第19条関係）

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

（防衛施設周辺防音事業）

文 書 番 号

令和 年 月 日

防衛局長
殿

東海防衛支局長

（ 防衛支局長経由）

補助事業者 住 所

氏 名

令和 年 月 日付け 号で補助金交付決定の通知があった を実施したので、

下記のとおり報告する。

記

１ 事 業 所 要 額： 円

２ 補助金交付決定額： 円

３ 収 支 精 算：収支精算書に記載のとおり

４ 事 業 実 施 期 間：令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

５ 事業の内容及び成果

経費の区分 工 種・ 交 付 決 定 実 績 差引増△減額

事業の名称 及び工事費 品 目・ 事 業 量 事 業 量 (A)－(B) 備 考
事業費(A) 事業費(B)

の 区 分 調査の種類等 又は数量 又は数量 比 較

円 円 円

６ 事 業 の 成 績：完了検査等調書に記載のとおり

添付書類：１ 収支精算書

２ 完了検査等調書（学校・病院等防音事業又は認可外保育施設等防音事業のみ）

３ 完了設計書（学校・病院等防音事業又は認可外保育施設等防音事業のみ）

４ 事業内容調書（１）・（３）（防音事業関連維持事業のみ）

５ 料金等内訳表（防音事業関連維持事業のみ）

６ 補助に係る維持事業対象施設の当該年度の料金等の領収書の写し（防音事業関連維持事業のみ）

注：１ 防音事業関連維持事業については、該当する事項を記載すること。

２ 事業内容調書（１）については、補助金等交付申請書に添付したものと同じ内容である場合は、添付を省略

することができ、その旨を記５の表備考の項に記入すること。

３ 学校・病院等防音事業又は認可外保育施設等防音事業に係る報告と防音事業関連維持事業に係る報告とを同

時にする場合は、これらの報告を一の報告書ですることができる。
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別記第14号様式（第12条、第19条関係）

収 支 精 算 書

１ 収入の部

事 業 の 名 称 費 目 予 算 額 精 算 額 差 引 増 △ 減 備 考

円 円 円

２ 支出の部

事 業 の 名 称 費 目 予 算 額 精 算 額 差 引 増 △ 減 備 考

円 円 円

３ 国庫補助金精算

補助金交付 精算事業費 国庫補助 国庫補助金 概算払受領 差引国庫補
事 業 の 名 称 費 目 助金未受領 備 考

決 定 額 総 額 割 合 精 算 額 総 額 （返還）額

円 円 円 円 円
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別記第16号様式（第12条関係）

完 了 検 査 等 調 書

事業の名称：

１ 完了検査調書

（１）完 了 年 月 日：令和 年 月 日

（２）完了検査年月日：令和 年 月 日

２ 備品等調書

購 入 継 続 使 用
品 名 規 格 数 量 購入単価 購入金額 耐用年数 備 考

年月日 希望の有無

円 円

以 上


